
 

堺市上下水道局水道水以外の水の使用に係る汚水排出量の認定に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、堺市下水道条例（昭和３７年条例第６号。以下「条例」という。）第

２２条第１項第２号及び堺市下水道条例施行規程（平成１６年上下水道局管理規程第９

号。以下「規程」という。）第１６条の規定により、水道水以外の水を使用した場合にお

いて、その使用水量に基づき、上下水道事業管理者（第７条第３項を除き、以下「管理

者」という。）が汚水排出量の認定を行う場合の手続及び管理者が使用者からの依頼に基

づき、計測装置を貸与する場合の手続その他必要な事項について定める。 

（計測装置） 

第２条 水道水以外の水を使用している使用者（以下「使用者」という。）が、規程第１６

条第１号のその他の計測装置（以下「計測装置」という。）を設置するときは、次に掲げ

る要件のいずれかを満たす計測装置でなければならない。 

(1) 計量法施行令（平成５年政令第３２９号）第１８条に規定する特定量水器で計量法

（平成４年法律第５１号）第７２条第１項の検定証印又は同法第９６条第１項の表示

が付されており、かつ、当該検定証印又は当該表示が有効期間内であること（以下「特

定量水器」という。）。 

(2) 使用水量又は汚水排出量を計測するための装置としての性能を証明する書類を提出

し、製造事業者が推奨する定期的な保守点検を実施できる装置（以下「推奨量水器」

という。）であること。 

(3) 動力式の揚水ポンプ（以下単に「揚水ポンプ」という。）の稼働時間を計測する積

算時間計（以下「ポンプ運転時間メーター」という。）であること。 

（私設メーターの設置等） 

第３条 使用者は、前条に規定する計測装置を設置する場合は、管理者と事前に協議を行

わなければならない。 

２ 使用者は、前項の規定による協議を行うに当たっては、次に掲げる資料を管理者に提

出しなければならない。 

(1) 使用者が設置する計測装置（以下「私設メーター」という。）の設置位置が記載され

ている給水設備の系統を明らかにした図面 

(2) 排水設備の系統を明らかにした図面 

(3) 位置図 

(4) 私設メーターの仕様書 

(5) 前各号に掲げるもののほか、管理者が必要とする書類 

３ 使用者は、第１項の規定による協議の結果、私設メーターを設置することとなった場

合は、当該私設メーターを使用水量又は汚水の量を直接計測できる場所に設置しなけれ

ばならない。この場合において、私設メーターの設置に要する費用は、使用者が負担す

るものとする。 

 （私設メーターの取替え） 



 

第４条 使用者は、私設メーターとして、特定量水器を設置している場合にあっては特定

量水器の有効期間の満了までに、推奨量水器を設置している場合にあっては推奨量水器

の性能を証明する期間の満了までに、私設メーターを取り替えなければならない。この

場合において、私設メーターの取替えに要する費用は、使用者が負担するものとする。 

（私設メーターの補修等） 

第５条 使用者は、私設メーターに故障その他の事故（以下「故障等」という。）が発生し

た場合は、直ちにメーター故障等報告書（様式第１号。以下「故障等報告書」という。）

により、管理者に報告しなければならない。 

２ 使用者は、私設メーターを亡失し、又は破損した場合は、直ちに亡失・破損報告書（様

式第２号）により、管理者に報告しなければならない。 

（公設メーター等の貸与） 

第６条 管理者は、家庭における日常生活その他これに準ずる用途（以下これらを「一般

家庭用等」という。）以外に使用する場合にあっては、使用者に対して特定量水器を貸与

することができる。 

２ 使用者は、前項の規定により特定量水器の貸与を受ける場合は、あらかじめ管理者と

協議を行わなければならない。この場合において、使用者は、次項各号の書類の内容に

ついて、管理者の確認を受けなければならない。 

３ 使用者は、前項の規定による協議の結果、公設メーターの設置が適当であると認めら

れた場合は、公設メーター貸与依頼書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて管理者

に提出しなければならない。 

(1) 貸与を受ける特定量水器（以下「公設メーター」という。）の設置位置が記載されて

いる給水設備の系統を明らかにした図面 

(2) 排水設備の系統を明らかにした図面 

(3) 位置図 

(4) 前各号に掲げるもののほか、管理者が必要とする書類 

４ 管理者は、第２項の規定による協議の結果、公設メーターの設置が困難であると認め

るときは、ポンプ運転時間メーターを貸与することができる。 

５ 使用者は、前項の規定によりポンプ運転時間メーターの貸与を受ける場合は、ポンプ

運転時間メーター貸与依頼書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて管理者に提出し

なければならない。 

(1) ポンプ運転時間メーター及び揚水ポンプの設置位置が記載されている平面図 

(2) 制御盤内の図面 

(3) 排水設備の系統を明らかにした図面 

(4) 位置図 

(5) 揚水ポンプの仕様書 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、管理者が必要とする書類 

６ 管理者は、第３項又は前項の規定により使用者から依頼があった場合は、公設メータ

ー又はポンプ運転時間メーター（以下これらを「公設メーター等」という。）を貸与する



 

ものとする。この場合において、貸与する個数は、管理者が特に必要と認める場合を除

き、１個とする。 

（公設メーター等の設置及び管理） 

第７条 使用者は、前条第６項の規定により貸与された公設メーター等を速やかに次に掲

げる要件を満たす場所に設置しなければならない。この場合において、設置に要する費

用は、使用者が負担するものとする。 

(1) 揚水部圧力タンクの出口又は高架水槽の出口の経路であること（公設メーターを設

置する場合に限る。）。 

(2) 容易に検針を行うことができること。 

(3) 使用水量を適切に計測できること。 

２ 使用者は、公設メーター等を設置したときは、管理者立会いの上現地確認を受けなけ

ればならない。 

３ 使用者は、前項の規定により設置した公設メーター等について、善良な管理者の注意

をもって保管及び管理を行わなければならない。この場合において、当該公設メーター

等の保管及び管理に要する費用は、使用者が負担するものとする。 

４ 使用者は、公設メーター等を設置する必要がなくなった場合は、当該公設メーター等

を管理者に返却しなければならない。 

（公設メーター等の取替え及び再貸与） 

第８条 管理者は、公設メーターの有効期間の満了日までに、公設メーターの取替えを行

うものとする。 

２ 管理者は、ポンプ運転時間メーターを貸与した日から８年が経過する日までに、ポン

プ運転時間メーターを再貸与しなければならない。 

３ 使用者は、前項の規定により再貸与があった場合は、速やかにポンプ運転時間メータ

ーを取り替え、貸与していたポンプ運転時間メーターを管理者に返却しなければならな

い。この場合において、ポンプ運転時間メーターの取替えに要する費用は、使用者が負

担するものとする。 

（公設メーター等の補修） 

第９条 使用者は、公設メーター等に故障等が発生した場合は、直ちに故障等報告書によ

り、管理者に報告しなければならない。 

２ 管理者は、前項の規定による報告があった場合は、直ちに公設メーターの取替え又は

ポンプ運転時間メーターの再貸与を行うものとする。この場合において、ポンプ運転時

間メーターの再貸与については、前条第３項の規定を準用する。 

３ 使用者は、公設メーター等を亡失し、又は破損した場合は、直ちに亡失・破損報告書

により、管理者に報告しなければならない。 

４ 管理者は、前項の規定による報告があった場合は、直ちに公設メーター等を再貸与す

るものとし、使用者は、その損害額を管理者に賠償しなければならない。ただし、管理

者が天災その他使用者の責めに帰すべき事由がないと認めるときは、この限りでない。 

（メーターの検針） 



 

第１０条 使用者は、管理者が指定する日に私設メーター又は公設メーター等（以下「メ

ーター」という。）の検針を適切に実施し、検針指示数を管理者に報告しなければならな

い。ただし、第３項の規定により、管理者が検針を行う場合は、この限りでない。 

２ 使用者は、メーター検針依頼書（様式第５号）により、メーターの検針を管理者に依

頼することができる。 

３ 管理者は、前項の規定による依頼があった場合は、その内容を審査し、メーター検針

可否通知書（様式第６号）により、メーターの検針の可否を依頼者に通知するものとす

る。 

（汚水排出量の認定） 

第１１条 管理者は、前条第１項の規定により報告があった検針指示数又は前条第３項の

規定による検針の結果を用いて、条例第２２条第１項第２号の認定を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、再生水を使用している場合、大阪広域水道企業団（以下「企

業団」という。）の工業用水道（以下「工業用水」という。）を使用している場合又は他

市からの給水（以下「他市給水」という。）を受けている場合は、次の各号に掲げる水量

をもって汚水排出量とする。 

(1) 再生水を使用している場合（堺市再生水供給事業実施要綱（平成２１年制定）第２

条第１５号に規定する責任利用水量を設定している場合を除く。） 使用水量の計測の

ために設置している計測装置で計測した使用水量 

(2) 工業用水を使用している場合 企業団が設置している計測装置で計測した使用水量 

(3) 他市給水を受けている場合 他市が設置している計測装置で計測した使用水量 

３ 第１項の規定にかかわらず、第６条第６項の規定によりポンプ運転時間メーターを貸

与する場合は、ポンプ運転時間メーターの計測により査定した揚水ポンプの単位時間当

たりの吐出量（以下「単位吐出量」という。）に、当該ポンプ運転時間メーターにより計

測した稼働時間数（１時間単位のものにあっては１時間未満の端数を、１分単位のもの

にあっては１分未満の端数を切り捨てる。）を乗じて得た使用水量（１立方メートル未満

の端数は切り捨てる。）をもって汚水排出量とする。ただし、単位吐出量を計測すること

が困難である場合又は計測することができない場合は、管理者が揚水ポンプの能力及び

揚水設備等の仕様を勘案し、単位吐出量を別に査定して認定することができる。 

（計測装置の設置がない場合等における汚水排出量の認定方法） 

第１２条 前条の規定にかかわらず、規程第１６条第２号の規定により汚水排出量を認定

する場合は、使用者から提出された汚水排出量の算定の基礎となる資料等を基に、次の

各号に掲げる方法により算定した使用水量を汚水排出量として認定するものとする。こ

の場合において、管理者は、条例第２２条の２の規定に基づく変更の届出がある場合を

除き、３年ごとに使用態様の調査を実施するものとする。 

(1) 一般家庭用等以外に使用する場合 使用人数、業態、揚水設備、稼働日数その他水の

使用状況等の事実を考慮して算出した使用水量 

(2) 一般家庭用等に使用する場合 条例第２０条第１項の規定により徴収する使用者の

使用料の徴収月数に応じて、別表により算出した合計使用水量 



 

２ 前項の規定により使用水量を算出する場合において、算出した汚水排出量の合計値（徴

収月数が２月以上の場合は、全ての月の汚水排出量の合計値をいう。）に１立方メートル

未満の端数があるときは、当該端数は切り捨てるものとする。 

３ 管理者は、第１項の規定により使用水量を算定できない場合は、現地調査、申出等に

より使用状況を考慮し、別の算定方法により汚水排出量を認定することができる。 

（計測装置の故障等の場合の認定） 

第１３条 計測装置に感度不良、不進行、落針、ガラスの破損、空転、文字盤不良等が認

められ当該装置の指示数による使用水量に異常がある場合、又は揚水設備等に異常があ

ると認められる場合は、次の各号のいずれかの使用水量を用いて汚水排出量の認定を行

うものとする。 

(1) 直近１年間の減量水量のうち、管理者が指定する期間の使用水量 

(2) 直近３回分の使用水量を平均した使用水量 

(3) 前２号の使用水量により難い場合は、管理者が適当と認める方法により算出した使

用水量 

 （立入調査） 

第１４条 管理者は、汚水排出量の認定のため、必要があると認めるときは、減量適用者

に対して、資料等の提出を求め、又は公設メーター等若しくは私設メーターを設置して

いる土地若しくは建物に立ち入り、調査することができる。 

（遵守事項） 

第１５条 使用者は、条例、規程及びこの要綱を遵守するほか、次の各号に掲げる事項を

遵守しなければならない。 

(1) 公設メーター等又は私設メーターを的確に検針すること。 

(2) 前条に規定する立入調査について協力すること。 

(3) 前条の規定により、管理者が関係資料等の提出を求めた場合は、これに応じること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、管理者の指示に従うこと。 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、水道水以外の水の使用に係る汚水排出量の認定

事務に関する取扱いについて必要な事項は、所管部長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の堺市上下水道局水道水以外の水の使用に係る汚水排出量の認

定に関する要綱の規定にかかわらず、この要綱の施行の日前に、改正前の堺市水道水以外

の水の使用に係る汚水排出量認定事務に関する取扱要綱第２条の規定により、汚水排出量

の認定を受けている者の取扱いについては、なお従前の例による。 

 



 

附 則 

 この要綱は、令和２年１１月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年３月１日から施行する。 



 

様式第１号（第５条、第９条関係） 

 

メーター故障等報告書 

年   月   日 

 

堺市上下水道事業管理者 殿 

 

報告者 住所（所在地） 

（使用者）氏 名 （ 名 称 ）           

（代表者職氏名） 

電 話 番 号 

（担当者        ） 

 

メーターに故障その他の事故が発生したので、堺市上下水道局水道水以外の水の使用に

係る汚水排出量の認定に関する要綱第５条第１項又は第９条第１項の規定により、次のと

おり報告します。 

排 除 場 所 
 

 

水道お客様番号  

使 用 水 の 種 類  

メ ー タ ー 種 別  

故 障 等 の 内 容  

メ ー タ ー 番 号  種 別  

メ ー カ ー  口 径  

メ ー タ ー の 

有 効 期 間 ※ 

 

 
接 続 様 式 ※ 

 

※ ポンプ運転時間メーターを使用している場合は、記入は不要です。 

  



 

 

様式第２号（第５条、第９条関係） 

 

亡失・破損報告書 

 

年   月   日 

 

堺市上下水道事業管理者 殿 

 

報告者 住所（所在地） 

（使用者）氏 名 （名 称 ）            

（代表者職氏名） 

電 話 番 号 

（担当者        ） 

 

メーターを   したので、堺市上下水道局水道水以外の水の使用に係る汚水排出量の

認定に関する要綱第５条第２項又は第９条第３項の規定により、次のとおり報告します。 

排 除 場 所 
 
 

水道お客様番号  

使 用 水 の 種 類  

メ ー タ ー 種 別  

亡失又は破損の理由   

メ ー タ ー 番 号  種    別  

メ ー カ ー  口  径  

メ ー タ ー の 
有 効 期 間 ※ 

 接続様式※  

備    考  

※ ポンプ運転時間メーターを使用している場合は、記入は不要です。 



 

 

様式第３号（第６条関係） 

 

公設メーター貸与依頼書 

 

年   月   日 

 

堺市上下水道事業管理者 殿 

 

依頼者 住所（所在地） 

（使用者）氏 名 （ 名 称 ） 

（代表者職氏名） 

電 話 番 号 

（担当者        ） 

 

公設メーターの設置について、堺市上下水道局水道水以外の水の使用に係る汚水排出量

の認定に関する要綱第６条第３項の規定により、次のとおり依頼します。 

排 除 場 所  
 

水道お客様番号  

使用水の種類  

設 置 予 定 日  貸 与 希 望 日  

口 径  接 続 様 式  

添付書類 

(1) 公設メーターの設置位置が記載されている給水設備の系統を明らかにした図面 

(2) 排水設備の系統を明らかにした図面 

(3) 位置図 

(4) 上下水道事業管理者が必要とする書類 

  



 

 

様式第４号（第６条関係） 

 

ポンプ運転時間メーター貸与依頼書 

 

年   月   日 

 

堺市上下水道事業管理者 殿 

 

依頼者 住所（所在地） 

（使用者）氏 名 （名 称 ）   

（代表者職氏名）          

電 話 番 号 

（担当者        ） 

 

ポンプ運転時間メーターの貸与について、堺市上下水道局水道水以外の水の使用に係る

汚水排出量の認定に関する要綱第６条第５項の規定により、次のとおり依頼します。 

排 除 場 所 
 

 

水道お客様番号  

使 用 水 の 種 類  

設 置 予 定 日  貸 与 希 望 日  

ポ ン プ 能 力  揚 程  

フロートスイッチ  備 考  

添付書類 

(1) ポンプ運転時間メーター及び揚水ポンプの設置位置が記載されている平面図 

(2) 制御盤内の図面 

(3) 排水設備の系統を明らかにした図面 

(4) 位置図 

  (5) 揚水ポンプの仕様書 

  (6) 上下水道事業管理者が必要とする書類 



 

 

様式第５号（第１０条関係） 

 

メーター検針依頼書 

 

年   月   日 

 

堺市上下水道事業管理者 殿 

 

依頼者 住所（所在地） 

（使用者）氏 名 （名 称 ）            

（代表者職氏名） 

電 話 番 号 

（担当者        ） 

 

メーターの検針について、堺市上下水道局水道水以外の水の使用に係る汚水排出量の認

定に関する要綱第１０条第２項の規定により、次のとおり依頼します。なお、検針を行う

際に、職員又は委託業者が敷地内及び建物内へ立ち入ることについて同意します。 

排 除 場 所  

水道お客様番号  

検 針 依 頼 

メ ー タ ー ※  
 

備 考  

※ 検針を依頼する私設メーターが複数ある場合は、私設メーターの名称及び種別を全 

て記入すること。



 

 

様式第６号（第１０条関係） 

 

メーター検針可否通知書 

 

年  月  日 

 

              様 

 

堺市上下水道事業管理者   

印 

 

     年  月  日付けで依頼のあったメーターの検針について、堺市上下水道局

水道水以外の水の使用に係る汚水排出量の認定に関する要綱第１０条第３項の規定によ

り、次のとおり通知します。 

決 定 の 内 容 可   ・   不可 

不 可 の 理 由  

排 除 場 所  

水道お客様番号  

検 針 依 頼 

メ ー タ ー 
 

備 考  

 


